








2025 年度日本自治創造学会研修報告

日 時 令和 7年 5月 15 日・16日 開催場所 明治大学アカデミーホール（東京都千代田区）

参加者 中畠孝幸

【参加の目的】

一般財団法人日本自治創造学会の主催により、第 17回日本自治創造学会研究大会が明治大学にて開催さ

れた。同学会は、市民的な視野に立ち、学術と実践の知的交流を通じて日本の再生、地方自治の創造を目指

そうとする団体であり、地方議会の議員を中心に、自治体の首長、職員、市民、研究者を加えて地域に根ざ

した実践的な研究及び会員相互の交流を通じて、地域主権国家にふさわしい自立・自律的な地方自治を創造

することを目的としている。今回の研究大会は中心テーマが「変容する社会・地方選挙～地方自治のあり方

を問う～」であった。地方自治のあり方について学術的な知見を得るとともに、実践的な諸事例をもとに政

策立案能力を高めることを目的として参加した。

【研修内容】

1 日目（5月 15 日）は、4本の講演が行なわれ、それぞれ質疑応答が続いた。講演の一つ目は後房雄氏（名

古屋大学）の「地方自治における政治の復権」であった。後氏は戦後の自治体の変遷について触れたあと、

地方自治における政治の欠如の事例を挙げ、議会、議員の役割の希薄化の問題を指摘した。講演の二つ目は

飯尾潤氏（政策研究大学院大学）による「日本の統治構造～官僚内閣制は議院内閣制になったのか」である。

飯尾氏は、55 年体制以来の日本の統治構造の特質について紹介したあと、90 年代以降の制度改革や首相主

導・官邸主導の流れを時の内閣ごとに特色づけて解説した。最後に今後の課題として政治資金改革、政党改

革、国会改革、霞ヶ関の業務改革といった点を挙げ、国と地方の新たな関係を築く必要があることを述べて

講演を締めくくった。講演の三つ目は井倉義伸氏（独立行政法人国際協力機構(JICA)）による「～JICA に

おける地方創生 2.0・地域活性化事業への挑戦～地域との連携による様々な創生事業の実践と活用方法につ

いて」であった。井倉氏は地方創生 2.0 に貢献し得る JICA 事業について、(1)JICA 海外協力隊、(2)インバ

ウンド事業、(3)外国人材受入・多文化共生、(4)草の根技術協力、(5)中小企業・

SDGs ビジネス支援事業に分けて、各地で行なわれている事例を具体的に紹介し

た。特に(4)草の根技術協力に関しては、名寄市がネパール国との間で行なってい

る「外国人材受入・活動支援枠」事業の内容が紹介され、全国からの学会参加者に

名寄市の事業が先駆的事例として知られることとなった。講演の四つ目は金井利

之氏（東京大学）による「地方自治のあり方を問う～地方自治の危機～」であっ

た。金井氏は 2024 年の地方自治法改正に関わる問題について補充的指示権といっ

た問題を中心に述べた。

2日目（5月 16 日）も、4人の講演者による講演が行なわれた。安野貴博氏（AIエンジニア）による「AI

時代の双方向コミュニケーション選挙戦略～都知事選の経験から学ぶ」、安野修右氏（日本大学）による「ネ

ット選挙に対応する～公職選挙法の改正とその行方」、砂原庸介氏による「領域を超えない民主主義‐地方

政治における競争と民意」、浅野大介氏（石川県副知事）による「高齢社会における大災害への対応と課題」

の 4本の講演である。いずれも各分野の専門家による意義深い講演であった。

【考察・成果】

「変容する社会・地方選挙～地方自治のあり方を問う」というテーマをめぐって、社会・制度の変化にと

もなう地方自治のあり方の変容という問題を考えた。約 300 人の学会参加者の大部分は地方議員であった。

各地域で共有する問題に関して共通の問題意識のもと、新情報が盛り込まれた講演を題材に認識を深める

ことができたのは有意義であった。また、講演で挙げられたさまざまな事例や質疑応答における発言から他

自治体の状況を知る良い機会ともなった。


